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スポーツ産業は一律に成長しない
・政府が掲げる2020年に15.2兆円目標は達成が難しい
・スポーツ用品を2倍強にする具体的戦略が不在
・唯一「スポーツツーリズムなど」は成長可能性が高い➡持続性あるインバウンド
の成長と新たなマーケット（アウトドアスポーツと武道ツーリズム）の開拓が鍵
・しかしマーケティング戦略を立案するための量的データとマーケティングセンターが必要



スポーツツーリズムの持続的成長に向けた
政府レベルの支援

１．マーケティングデータの獲得

・都市から地方へ・モノからコトへ

・地方でのコトづくり（需要把握と価値共創が必要）

２．スポーツツーリズムに特化した国レベルのマーケティング

センター（OTA：Online Travel Agency)の必要性

・地方におけるマーケティング力の不足

・プロのソーシャルメディアチームによる



１．マーケティングデータの獲得

・2018年にスポーツ目的の訪日客が1割になると予想したが、この数字

が達成されたかどうか検証の方法がない

・スポーツ庁はアジア8国に対して訪日経験者に対してインターネット調

査を実施しある程度の傾向を把握

・次の段階として、1年を通じた出国者調査が必要



沖縄那覇空港で
2015年8月から
2016年3月まで
8回の調査を実施



２．国レベルのマーケティングセンターの必要性
・インバウンドスポーツツーリズムのワンストップサービス
・ローカルからの発信力が弱くマーケティングができていない
・外国人は外国人旅行者が書いた情報（TGC)で目的地を決める
・地方には埋もれた優良コンテンツを発信する能力がない



UGC
User generated    
content

PGC 
Professionally 
generated content

TGC
Tourist generated 
content

LGC 
Locally generated 
content

多言語人材：マーケティングのセンス、分析能力、いい文章が書ける能力、ビデオ
や写真の編集ができ、トレンドに敏感で多言語能力のあるプロフェッショナルから
構成されるソーシャルメディアチームがコンテンツを制作する

対象：全国のスキー場運営会社、ゴルフツアー会社、サイクリングツアー会社空
手・剣道・弓道・柔道場等のツアー情報をひとつのオンラインプラットフォームに統
合し、日本のスポーツツーリズムのマーケティングセンターをとして海外に向けた
セールスを行う



メリット

・外国人観光客の地方への戦略

的誘導

・海外のOTAに比べ、日本のOTAは

観光資源が多く、専門性があり、ト

ラブルの対応が早いなど信頼性が

高い

・スポーツツーリズムのコンテンツ情報

を集中管理できるとともに、外国人

旅行者も複数のプラットフォームを

使う必要がない




